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国立大学法人岐阜大学平成２０年度事業報告書 

 
「Ⅰ はじめに」 

岐阜大学は「学び、究め、貢献する岐阜大学」という理念のもと、国際的な視点を持

って、地域に貢献する人材養成を目指しています。 
平成２０年度においては４月に、「高度な教育専門職（スクールリーダー）の養成」

を目的とした、教育学研究科教職実践開発専攻（教職大学院）を新設したほか、農学研

究科を改組して応用生物科学研究科（修士課程）を設置しました。 
また、７月には、社会資本アセットマネジメント技術研究センターを設置し、岐阜県

及び企業との連携による人材養成を通じて、「安全・安心な県土保全」と「地域の活性

化」の実現を目指しています。 
附属病院については、地域の基幹病院としての高度な機能を備えるとともに、優れた

医療人の育成、先進的医療提供のための研究を行う使命を果たしており、平成２０年５

月からは、特定機能病院としての機能の充実を図るため、７対１看護体制を実施しまし

た。 
そのほか、岐阜大学における次世代育成支援のための行動計画に基づき、４月に学内

託児施設「岐阜大学保育園 ほほえみ」を設置し、平成２０年度は、園児３０人を受け

入れています。 
社会の変化とともに、地方国立大学である岐阜大学を取り巻く環境も大きく変わって

きています。効率化係数１％、経営改善係数２％、人件費削減５年間５％などの厳しい

財政状況の中でも、教育・研究・診療という大学本来の目的を 優先事項とし、「Ⅱ 基

本情報」以下に記載する、様々な取り組みや経営努力を行っています。 
 
「Ⅱ 基本情報」 

１．目 標 

【理 念】 

＜学び、究め、貢献する岐阜大学＞ 

岐阜の地は、飛山濃水と称される豊かな自然に恵まれ、東西文化が接触するという地

理的特性を背景として、多様な文化と技術を創造し、伝承してきました。岐阜大学は、

この地が培ってきた特性を継承して、「知の伝承と創造」を追及します。このために岐

阜大学は、人と情報が集まり知を交流させる場、体系的な知と先進的な知を統合する場、

学問的・人間的発展を可能にする場、それらの成果を世界に発信し、人材を社会に送り

出す場となることによって、学術・文化の向上と豊かで安全な社会の発展に貢献します。 
 

【目 標】 

＜学ぶ岐阜大学＞ 

岐阜大学は、教育に軸足を置いた教育・研究大学として、深い専門知識、広い視野と

総合的な判断力を備えた人材の育成を目指します。このために、多様な生き生きとした

教育を行うとともに、豊かな人間性と学識を養い、判断力、企画・構想力、行動力に富

む人材の育成を目指します。このことにより地域社会と人類の永続的発展に貢献します。 
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＜究める岐阜大学＞ 

岐阜大学は、独創的、先進的研究の拠点として知の創造と統合に努め、人類と社会の

幸福と発展に貢献します。また、研究の成果は教育の場を通しても社会に還元します。

このため、科学技術、教育、地域課題などについて独創的、先進的な研究を行い、その

成果を絶えず社会に発信し、問いかけていきます。このことを通して社会のリーダーと

しての役割を担います。 
＜貢献する岐阜大学＞ 

岐阜大学は、独創的、先進的な研究とそれに裏打ちされた人材教育により、中部地方

に拠点を置いた中規模総合大学として、地域社会・国際社会からの信頼と期待に応えて

いきます。国際化時代に積極的に対応するために、本学の教育と研究の特性を生かした

国際交流と留学生教育など、大学の国際化を積極的に推進します。 
 
２．業務内容 

＜教育に軸足を置いた取組＞ 

（１）「国際的視点に立つ創薬研究者養成のための実践的な教育研究システム」の採択                   

岐阜大学と岐阜薬科大学による連合大学院（連合創薬医療情報研究科）の「国際的

視点に立つ創薬研究者養成のための実践的な教育研究システム」が文部科学省の平成

２０年度戦略的大学連携支援事業に採択された。この連携事業によって、岐阜大学工

学研究科（博士前期課程）生命工学専攻に新しく創薬コースが新設され、博士前期課

程から連合大学院（後期３年のみの博士課程）に連続する人材育成の基盤を構築した。 

 

（２）大学院教育改革支援プログラムの採択 

平成２０年度大学院教育改革支援プログラム「グローバル化に向けた実践獣医学教

育の推進」が採択された。本プログラムでは、科学英語教育を充実させて各大学の附

属研究センターや３連携機関を活用し、実践的な獣医学教育を行う。２１世紀ＣＯＥ

プログラムで築いた東南アジアの大学（タイ・カセサート大学、インドネシア・ガジ

ャマダ大学やボゴール農科大学など）との共同研究で感染症や食の安全性について現

状を実体験させ、また、欧米の獣医科大学で先進的な獣医臨床教育を体験させること

ができた。 

 

（３）若手教員の育成戦略 

「学び、究め、貢献する岐阜大学」という理念に基づき、若手教員の育成を継続す

るため、大学活性化研究制度を発展させ、科学研究費補助金の採択を支援する大学活

性化経費（研究：科研採択支援）、若手教員の研究を支援する大学活性化経費（研究:

若手研究支援）、若手教員の在外研究を支援する大学活性化経費（研究:若手在研支援）、

大学院学生を支援する大学活性化経費（研究:大学院学生）を創設し、支援を行った。 

・科研費採択支援：２１件（２２,０００千円） 

・若手研究支援：６件（２０,０００千円） 

・若手在研支援：１件（７,８５３千円） 

・大学院学生：５件（６,０００千円） 
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（４）教育内容・方法等の工夫の醸成 

個人あるいはグループによる特色ある優れた教育プログラム（岐阜大学版教育ＧＰ）

を支援する活性化教育制度を設けて支援を行っている。平成２０年度は、総額１０,

０００千円（１７件）の支援を行った。 

 

（５）岐阜大学フォーラムの開催 

更なる教育研究の質の向上と個性化を目指し、「大学の基本は学問にある。大学活

動の全ては学問から派生するものでなければならない」の理念の下、本学を知的刺激

と好奇心に満ちたキャンパスにするため、学外の一流の研究者による講演会として「岐

阜大学フォーラム」を継続して開催している。平成２０年度は２回（７月、１月）開

催した。（参加者：延べ４５０人） 

 

（６）教養ブックレットVol.１：『人生を決めた書物』の刊行 

教養教育推進センターでは、本学教員の率直な経験に即して、読書の意義をわかり

やすく伝えるために、『人生を決めた書物』（「教養ブックレットVol.１」）を刊行

し、教養科目受講生全員に配布した。これは、各学部等の教員に呼びかけ、５０人の

教員が、自らの人生を振り返って、大きな影響を受けた書物との出会いを記したもの

である。幅広く学問との接点を語った内容となっており、本書を通じて通常の受講科

目を越え、様々な教養書を学生に伝えることができた。 

 

＜個性化を目指した取組＞ 

（１）生命科学を１つの柱として個性化の推進 

①先端創薬研究センターの取組 

天然資源・生体分子の高次活用による高次生命機能探索分子、診断法、健康食品、

医薬品などの研究開発の推進及び技術移転による地域経済の再生を目的とし、岐阜大

学と岐阜薬科大学の連携のもと平成１７年７月に設置した。なお、将来的にはこのセ

ンターを諸機関との連携により「先端創薬研究機構」に発展させ、創薬科学の全国的

・国際的拠点となることを目指している。 

本センターでは、分子イメージング（ＰＥＴ）やＲＮＡ創薬に関する研究を推進し、

引き続き文部科学省の分子イメージング研究プロジェクトに採択された。また、岐阜

大学でのアンチセンスＤＮＡ／ＲＮＡ研究会主催「第１８回アンチセンスシンポジウ

ム」の開催を支援し、ＲＮＡ創薬の推進に貢献した。 

 

②人獣感染防御研究センターの取組 

構造生物学に基づく創薬開発の推進や野生動物に起因する感染症に対する防御対策

の研究開発を行うため、人獣感染防御研究センターを平成１６年度に設置した。本セ

ンターは、文部科学省の「新興・再興感染症研究ネットワーク」の参画機関として、

新興・再興感染症研究拠点形成プログラム・獣医学研究クラスターの一翼を担い、特

にプリオン病とウイルス感染症の予防・治療薬の開発を担当している。 

平成２０年度は、３件の受託研究を継続して受け入れ、抗プリオン物質の 適化の

推進やそれに伴う毒性試験の実施を主に行った。さらに、論理的創薬の根幹となるオ
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リジナル創薬ソフト「ＮＡＧＡＲＡ」の作成、脳内プリオンをイメージングするため

のＰＥＴプローブの作成及び抗インフルエンザ・ウイルス活性、抗ＡＩＤＳウイルス

活性、抗がん活性を有する新規低分子化合物をそれぞれ複数発見し、クライオ電顕に

よる立体構造解析を開始した。これらの研究成果を基に、新たな外部資金獲得に向け

申請を進めている。 

 

③「物質－細胞統合システム拠点」のサテライト・ラボの整備 

世界トップレベル国際研究拠点促進プログラムにおいて選定された「物質— 細胞統

合システム（ｉＣｅＭＳ）拠点サテライト・ラボ」に対して、准教授を新たに配置す

るとともに政策経費（重点施策推進経費）により応用生物科学部内の実験施設を整備

し、研究を積極的に推進する体制を整えた。 

 

（２）環境科学をもう１つの柱とする個性化の推進 

①「衛星生態学」による山岳地流域圏生態系研究教育拠点の形成 

２１世紀ＣＯＥプログラム「衛星生態学創生拠点」（平成１６年度～２０年度）を

核として、森林に覆われる山岳地流域圏生態系の機能解明と気候変動の影響評価を目

的とした研究教育拠点形成を推進している。その代表的成果がＣＯ２観測ネットワー

クＪａｐａｎＦｌｕｘと長期生態学研究ネットワークＪａＬＴＥＲの連携と分野融合

の拠点化である。さらに、日本学術振興会の支援を得たドイツ・バイロイト大学との

二国間交流事業、および中国・北京大学と韓国・高麗大学との日中韓フォーサイト事

業をそれぞれ推進し、山岳地流域圏生態系研究教育の国際的拠点形成においても成果

が得られた。  

 

②未来型太陽光発電システム研究センターの取組 

太陽光発電システム未来技術の研究開発を目的に平成１８年１２月に未来型太陽光

発電システム研究センターを設置した。 

平成２０年度は、未来型太陽光発電システム研究センターの研究活動をさらに発展

させるべく、「薄膜シリコン系太陽電池研究開発部門」、「色素増感太陽電池研究開

発部門」、「発電量評価技術研究開発部門」に加え新たに第４の部門となる「太陽電

池モジュール評価技術研究開発部門」を設置した。 

さらに、岐阜大学未来型太陽光発電システム研究センターシンポジウム２００８を

開催した。（参加者：２２３人） 

 

③野生動物救護センターの運営 

生物の多様性と自然環境の保全を目標とする諸学問を推進し、それに関連する教育、

研究及び人材育成を目標とした野生動物救護センターを中部地方唯一の獣医学部門の

応用生物科学部獣医学課程が中心となり平成１９年４月に設置し、岐阜県との協定に

基づく官学連携融合事業として共同運営している。 

同センターでは、野生動物に起因する農林業被害対策にも力を入れており、平成２１

年１月には農水省東海農政局との共催により「東海地域鳥獣害対策シンポジウム～こ

れからの捕獲体制の在り方と捕獲獣の有効活用を考える～」を開催した。（参加者：１
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５０人） 

 

＜地域に期待される大学を目指した取組＞ 

（１）教職大学院の設置 

学校現場の実践や開発に即戦力として貢献できる、より高度な教育専門職（スクール

リーダー）の養成を目的に、岐阜県教育委員会等との連携のもとに「教育学研究科教職

実践開発専攻（教職大学院）」を平成２０年４月に設置し、現職教員１４人を含む２２

人が入学した。また、教職大学院の運営と実践を省察し、これからの教職大学院の課題

と改善の方向を考える目的で、平成２０年１２月１７日に「岐阜大学教職大学院ＦＤ研

究会・公開シンポジウム」を開催した。 

 

（２）社会資本アセットマネジメント技術研究センターの設置 

文部科学省の平成２０年度科学技術振興調整費の採択を受け、岐阜県、地域建設関連

企業と連携し、行政と業界双方の技術力の向上を図るための人材養成を目的とした社会

資本アセットマネジメント技術研究センターを平成２０年７月に設置した。平成２０年

度は、社会基盤メンテナンス・エキスパート養成を１５人の社会人に対して行った。ま

た、公開セミナーやシンポジウムを実施し、高い関心を得た。（参加者：約８００人） 

 

（３）金型創成技術研究センターの取組 

地域の要請に応える金型産業振興のための技術者養成を目指し、金型創成技術研究セ

ンターを平成１８年７月に設置した。本センターは、平成１８年度に文部科学省の地域

再生人材創出拠点形成プログラムに採択された。平成２１年３月２４日に、地域再生人

材育成シンポジウム「次世代金型人材育成拠点における新技術の創出」を開催した。（参

加者：１１１人） 

 

（４）医学部医学科の収容定員の変更 

平成１８年８月３１日に、厚生労働省から医師不足の県に対する地域医療対策を講ず

ることを主旨とした「新医師確保総合対策」が発表され、岐阜県から本学に対して入学

者定員における地域枠設定などの要望を受け、地域医療に関わる医師の養成及び研究に

取り組むための「地域医療医学センター」を平成１９年４月に設置し、カリキュラムの

見直しを行うとともに、岐阜県との連携・協議により、奨学金制度等が確立され、平成

２０年４月から医学部医学科の入学定員を８０人から９０人に地域枠として１０人増や

すともに、収容定員の変更を行った。 

 

（５）附属病院の機能充実 

①平成２０年７月１日付で病院中央診療施設等に「手術部」を設置し、副病院長を手術

部長にあて、専任の講師及び助教を配置して、より効率的な運用を図った。また、手術

部、ＩＣＵ・ＣＣＵ、循環器分野及び臨床腫瘍部門の４つをプロフィットセンターとし

て位置付け、体制を整備した。 

 

②平成２０年５月１日から７対１看護体制を実施し、診療報酬の大幅な増収に結びつけ
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ることを可能とした。 

 

③平成２０年４月より、岐阜県からの要望に応え、病院生体支援センター内に「岐阜県

予防接種センター」としての機能を持たせたほか、「岐阜県周産期医療ネットワーク事

業」の「周産期医療支援病院」として参画し、地域医療の連携をより充実させることと

した。 

 

（６）地方自治体等との協定の拡大 

平成２０年度において、新たに関市、美濃市及び岐阜市と包括協定を締結した。包括

協定の中で、各地方自治体の政策事業等に寄与している。また、本学と県との連携を強

化するため、これまで開催していた「岐阜県・岐阜大学情報交流会議」を発展的に解消

し、平成２０年３月に締結した包括連携協定に基づき、「岐阜県・国立大学法人岐阜大

学連携推進会議」を立ち上げ、引き続き、多様化高度化する地域課題の解決に向けて取

り組んでいる。 

 

（７）社会連携・地域貢献活動 

本学は、地域のニーズや課題を踏まえて公開講座や地域交流の機会を設ける等の活動

を行い、地域社会の活性化への寄与を目指している。このため、高校生を対象とした出

前授業の窓口（学務部）や技術相談・共同研究等の窓口（産官学融合本部）に加え、幅

広い地域社会への貢献を組織的・総合的に推進するための窓口として、「地域連携室」

を設け、これらの３つの窓口を通した広報を併せて行い、社会連携・地域貢献活動を推

進している。なお、平成１９年度に活性化経費（地域連携）を設け、本学の目標である

「貢献する岐阜大学」として教育研究活動を通した社会連携・地域貢献活動を支援する

ことにした。 

平成２０年度は、行動計画にある「岐阜大学活性化経費（地域連携）の事業拡大」に

基づき、より地域の視点に立った実践的な活動を展開するため、岐阜大学活性化経費（地

域連携：ＮＰＯ）を新設し、地域連携：一般７件、：ＮＰＯ４件の併せて１１件の公募

事業を採択し、支援した。 

 

（８）産官学ネットワークの構築 

地域における創業・新事業支援等に係る産学連携活動を推進するため、県内の金融機

関等との連携協定締結を進め、産官学ネットワークを構築し、技術相談、創業・新事業

支援等の活動を展開している。平成２０年度は、協定金融機関（８金融機関）の産官学

連携コーディネーターを対象としたラボツアー（研究室等の見学）を計画し、各協定金

融機関の顧客企業関係者から参加を募り、大学の技術シーズを公開した。その結果、共

同研究契約に繋がる成果を得ることができた。 

 

＜健全な経営を目指した取組＞ 

（１）マネジメント体制の整備と充実 

学長のリーダーシップのもと戦略的な法人経営を実現するため、役員会等の合議組織

以外に次のようなマネジメント体制を整備し、内部統制の確立をはじめとする学内業務
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の一体的な運営を推進している。 

・戦略的な法人経営の推進のため、４月１日付けで外部資金担当副学長、附属病院、国

際交流担当副学長並びに学長特別顧問を新たに配置した。 

・役員懇談会と役員会との関係性を整理するとともに、役員会の議決事項を整理・再確

認した。さらに、大学運営の要としての役員会の位置付けをより明確化するため、「運

営組織規則」の改正を行った。 

 

（２）ポイント制の導入と職員の政策的な配置 

教育職員の職種毎（教授、准教授、講師及び助教）にポイント数を定め、従来の定数

を基に各部局に割り当てたポイント総数内で職種や人数を部局長が決定できるポイント

制度を導入し、弾力的、効率的に教員配置できる人事管理を実施している。本年度も学

長裁量人件費（ポイント数）を運用し、４月に設置した教職大学院に教授１人、准教授

２人を、事務系職員では、連合創薬医療情報研究科に事務担当２人を配置した。また、

大学として重点的に強化を図る必要のある、連合創薬医療情報研究科及び流域圏科学研

究センターに専任教授を配置した。 

 

（３）岐阜大学評価システム 

本学の使命達成、あるべき岐阜大学を目指し、さらに中期目標達成等のため、自らの

必要・意思によって目標の設定を行い、その達成を通して、本学の価値及び社会的評価

が高まることを目標に構築した「岐阜大学評価システム」により、個人、部局及び大学

全体の評価（自己点検評価、外部評価、第三者評価）を実施している。当該評価システ

ムの運用は、個人及び部局の自己改革（ＰＤＣＡ）を支え、授業評価結果の改善から外

部資金の獲得増まで、様々な大学運営における改善に繋がっている。 

 

（４）役員と学部教授会等との懇談会、キャンパスミーティングの実施 

大学運営における教育・研究機能の一層の向上や効率的、機動的な改革推進等を行う

ために、役員が各学部に出向き、各学部固有の課題を含めて懇談している。さらに、全

学的に目標を共有するための対話の場として、教職員のみならず学生も参加する「キャ

ンパスミーティング」を実施している。本年度は、キャンパスミーティングの第１回目

を９月２６日に「第二期中期目標・中期計画 －岐阜大学の目指すべき方向性について

－」をテーマに、第２回目を１２月２４日に「第二期中期目標・中期計画骨格案」をテ

ーマに開催した。また、役員と学部教授会との懇談会（教育学部、地域科学部、医学部、

工学部、応用生物科学部）を開催し、第二期中期目標・中期計画や学部固有の課題につ

いて意見交換を行った。さらに、本年度は第二期中期目標・中期計画について、実質的

な検討を行うため、学生との意見交換会（教育学部、地域科学部、医学部、工学部、応

用生物科学部、連合農学研究科・連合獣医学研究科）を初めて開催するとともに、３月

には第二期中期計画キャラバンと称して、各部局との個別の検討を行った。 

 

（５）病院運営の取組 

附属病院の管理運営を迅速、適切かつ円滑に行うため、「附属病院経営企画会議」を

平成１６年度に設置し、委員として公認会計士、弁護士等の学外有識者３人を任命した。
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会議には学長も加わって毎月開催し、予算実績比較損益計算書、月次損益計算書を経営

分析資料として病院の経営状況をモニタリングし、健全な経営に努めている。また、病

院運営状況については、病院長から役員懇談会に毎月報告されている。 

 

＜社会に開かれた大学運営を目指した取組＞ 

（１）岐阜シンポジウムの実施 

本学で生み出された研究成果を広く社会に発信するため、「岐阜シンポジウム」を毎

年２回開催している。平成２０年度は、８月２日に「地球温暖化と身近な森林の役

割」、１１月２日に「暮らしの安全と地域再生への挑戦」テーマの２テーマを開催し、

一般市民を含めた多くの参加者を得た。（参加者：４７４人） 

 

（２）岐阜大学マスコミ懇談会の実施 

「岐阜大学は何を目指し、世の中にどのような貢献をしているのか」についてのマス

コミ関係者の理解と意見・助言の聴取等を目的に、岐阜大学（学長・理事）と報道機関

（支局長）との懇談会を平成１６年度から実施している。平成２０年度は報道機関の協

力を得て、各部局広報担当者を対象とした意見交換会を実施した。 

 

（３）「岐阜大学ＮＥＷＳ」の掲載 

本学の存在を全国的にアピールするため、朝日新聞の１面に年３回掲載していた「岐

阜大学ＮＥＷＳ」を、平成２０年度からは朝日新聞のインターネット「asahi.com」と年

間契約し、大学ホームページの「お知らせ」の内容を同時に全国配信している。また、

中日新聞東海版には、引き続き高校生が関心を持つニュースを中心に「岐阜大学ＮＥＷ

Ｓ」を年２回掲載した。 

 

３．沿 革 

本学の発足は昭和２４年であるが、その前身は明治６年に設立された師範研習学校に

さかのぼることができる。現在では５学部８研究科、附属病院、附属学校、図書館及び

各種学内共同教育研究施設等を擁する総合大学として、地域社会に留まらず国際社会に

対しても教育・研究の両面において責任を果たすまでになっている。 

 

４．設立根拠法 

国立大学法人法（平成15年法律第112号） 
 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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教育研究組織 

新  設（平成２０年度） 

名称変更（平成２０年度） 

廃  止（平成２０年度） 

運営組織 

地
域
政
策
学
科 

地
域
文
化
学
科 

生
涯
教
育
課
程 

特
別
支
援
学
校
教
員
養
成
課
程 

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

附
属
中
学
校

附
属
特
別
支
援
教
育
セ
ン
タ
ー 

附
属
小
学
校

地
域
科
学
部

教
育
学
部

麻
酔
科
疼
痛
治
療
科
、
歯
科
口
腔
外
科

小
児
科
、
放
射
線
科

泌
尿
器
科
、
精
神
神
経
科

耳
鼻
咽
喉
科
、
皮
膚
科

脳
神
経
外
科
、
眼
科

産
科
婦
人
科
、
整
形
外
科

第
一
外
科
、
第
二
外
科

第
三
内
科
、
神
経
内
科
・
老
年
科

第
一
内
科
、
第
二
内
科

薬
剤
部 

看
護
部 

附
属
病
院

学

部

栄
養
管
理
室

腫
瘍
セ
ン
タ
ー

医
療
連
携
セ
ン
タ
ー

高
次
救
命
治
療
セ
ン
タ
ー

光
学
医
療
診
療
部

医
療
情
報
部

総
合
診
療
部

病
理
部

輸
血
部

材
料
部

放
射
線
部

検
査
部

中
央
診
療
施
設
等 

診
療
科 

看
護
学
科

医
学
科

医
療
安
全
管
理
室

医
学
部

生
体
支
援
セ
ン
タ
ー

附
属
地
域
医
療
医
学
セ
ン
タ
ー 

（
教
職
大
学
院
課
程
） 

応
用
生
物
科
学
研
究
科

図
書
館

共
通
教
育
施
設

農
業
別
科

別
科

流
域
圏
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー 

教
養
教
育
推
進
セ
ン
タ
ー

医
学
部
医
学
教
育
開
発
研
究
セ
ン
タ
ー 

金
型
創
成
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー 

人
獣
感
染
防
御
研
究
セ
ン
タ
ー 

保
健
管
理
セ
ン
タ
ー

留
学
生
セ
ン
タ
ー

生
命
科
学
総
合
研
究
支
援
セ
ン
タ
ー 

産
官
学
融
合
セ
ン
タ
ー

総
合
情
報
メ
デ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー 

先
端
創
薬
研
究
セ
ン
タ
ー

未
来
型
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
研
究
セ
ン
タ
ー 

学
内
共
同
教
育
研
究 

支
援
施
設 

全
国
共
同
利
用
施
設

研
究
施
設

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
究

セ
ン
タ
ー 

専
攻
科

特
別
支
援
教
育
特
別
専
攻
科

（
博
士
後
期
課
程
） 

工
学
研
究
科

数
理
デ
ザ
イ
ン
工
学
科 

応
用
生
物
科
学
科 

創
薬
科
学
専
攻

医
療
情
報
学
専
攻

心
理
発
達
支
援
教
育
専
攻

生
物
資
源
科
学
専
攻

生
物
環
境
科
学
専
攻

生
物
生
産
科
学
専
攻

看
護
学
専
攻

再
生
医
科
学
専
攻

再
生
医
科
学
専
攻

医
科
学
専
攻

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
専
攻

地
域
政
策
専
攻

地
域
文
化
専
攻

教
科
教
育
専
攻

学
校
教
育
専
攻

獣
医
学
専
攻

社
会
基
盤
工
学
専
攻

人
間
情
報
シ
ス
テ
ム
工
学
科 

機
能
材
料
工
学
科 

応
用
情
報
学
科 

生
命
工
学
科 

電
気
電
子
工
学
科 

応
用
化
学
科 

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科 

社
会
基
盤
工
学
科 

附
属
動
物
病
院

（
博
士
課
程
）

（
博
士
課
程
）

（
修
士
課
程
）

（
博
士
課
程
）

連
合
創
薬
医
療
情
報
研
究
科

（
博
士
後
期
課
程
） 

（
博
士
前
期
課
程
） 

（
修
士
課
程
） 

（
博
士
前
期
課
程
） 

（
博
士
課
程
） 

応
用
化
学
専
攻

人
間
情
報
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻

機
能
材
料
工
学
専
攻

数
理
デ
ザ
イ
ン
工
学
専
攻

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
専
攻

応
用
情
報
学
専
攻

生
命
工
学
専
攻

電
気
電
子
工
学
専
攻

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻

（
博
士
課
程
）

大
学
院

連
合
獣
医
学
研
究
科

連
合
農
学
研
究
科

生
物
資
源
利
用
学
専
攻

生
物
生
産
シ
ス
テ
ム
学
専
攻

生
物
資
源
生
産
学
専
攻

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
専
攻

電
子
情
報
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻

物
質
工
学
専
攻

生
産
開
発
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻

附
属
岐
阜
フ
ィ
ー
ル
ド
科
学
教
育
研
究
セ
ン
タ
ー 

（
修
士
課
程
） 

応
用
生
物
科
学
部

工
学
部

（
修
士
課
程
）

地
域
科
学
研
究
科

教
育
学
研
究
科

附
属
野
生
動
物
救
護
セ
ン
タ
ー 

医
学
系
研
究
科

産
官
学
融
合
本
部

社
会
資
本
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー 

生
物
環
境
科
学
専
攻

資
源
生
命
科
学
専
攻

教
育
実
践
開
発
専
攻

企画部 

企画課 

評価調査課 

学務部 学術情報部 総務部 病院事務部 

教務・学生支援課

役 員 会 
監 事 

監 査 室 

部 局 長 

部局長・部長会 

監査支援室 

岐阜大学長 

理
事
・
副
学
長
（
教
学
・
附
属
学
校
担
当
） 

理
事
・
副
学
長
（
学
術
研
究
・
情
報
担
当
） 

理
事
（
総
務
担
当
） 

理
事
・
副
学
長
（
財
務
担
当
） 

情報サービス課 

情報戦略課 

産学連携課 

総務課

人事労務課

施設管理部 財務部 

財政課

経理課

学部事務部 

教育学部

地域科学部

医学系研究科・医学部

工学部

応用生物科学部

総務課

管理課

情報企画課

医療サービス課

経営協議会 

教育研究評議会 

評価室 
地域連携室 

プロジェクト研究推進室 
環境対策室 

施設マネジメント推進室 
広報企画室 

外部資金戦略推進室 

国際・研究支援課 

入試課

留学生課

施設企画課

施設管理課

副
学
長
（
外
部
資
金
担
当
） 

副
学
長
（
附
属
病
院
・
国
際
交
流
担
当
） 

外部資金戦略支援室 

理
事
・
副
学
長
（
企
画
・
評
価
担
当
） 

６．組織図 
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７．所在地 

岐阜県岐阜市柳戸１番１ 
（大学本部、教育学部、地域科学部、医学部、工学部、応用生物科学部、教育学研究科、地域科学

研究科、医学系研究科、工学研究科、応用生物科学研究科、連合農学研究科、連合獣医学研究科、

連合創薬医療情報研究科、教養教育推進センター、流域圏科学研究センター、産官学融合本部、生

命科学総合研究支援センター、総合情報メディアセンター、留学生センター、保健管理センター、

人獣感染防御研究センター、先端創薬研究センター、金型創成技術研究センター、未来型太陽光発

電システム研究センター、社会資本アセットマネジメント技術研究センター、医学部医学教育開発

研究センター） 
岐阜県岐阜市加納大手町７４ 

（教育学部附属小学校、附属中学校） 
岐阜県美濃加茂市牧野１９１８の１ 

（応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター美濃加茂農場） 
岐阜県下呂市萩原町山之口 

（応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター位山演習林） 
岐阜県高山市岩井町９１９の４７ 

（流域圏科学研究センター高山試験地） 
 

８．資本金の状況 

52,996,510,155円（全額政府出資） 
 

９．学生の状況 

総学生数                   7,687人 
学部学生                       5,877人 
修士課程                       1,045人 
博士課程                         586人 

   専門職学位課程（教職大学院）      22人 
研究生・科目等履修生・聴講生等   157人 
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１０．役員の状況 

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事５人、監事２人。任期は国立大学法

人法第１５条の規定及び国立大学法人岐阜大学の規定（国立大学法人岐阜大学運営組織規則）の定める

ところによる。 
 

役 職 氏 名 任期 経歴 

学  長 森  秀樹 平成20年４月１日 
 ～平成26年３月31日 

平成16年４月～平成20年３月 
岐阜大学理事 

理  事 

（企画・評価

担当） 

安田 孝志 
平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日 

平成16年４月～平成20年３月 
岐阜大学理事 

理  事 

（教学・附属

学校担当） 

古田 善伯 
平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日 

平成16年４月～平成20年３月 
岐阜大学教育学部長 

理  事 

（学術研究

・情報担当） 

小森 成一 
平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日 

平成17年４月～平成20年３月 
岐阜大学連合獣医学研究科長 

理  事 

（総務担当） 

船戸 輝久 平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日 

平成17年10月～平成20年３月 
福島大学事務局長 

理  事 

（財務担当） 

竹森 正孝 平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日

平成14年10月～平成18年３月 
岐阜大学地域科学部長 

監  事 水谷 嘉之 平成20年４月１日 
 ～平成22年３月31日 

平成７年３月～平成13年２月 
㈱豊田中央研究所主席研究員 
平成18年４月～平成20年３月 
岐阜大学産官学連携コーディ

ネーター 
監  事 

（非常勤） 
戸田 一彦 平成20年４月１日 

 ～平成22年３月31日 
平成３年７月～平成18年６月 
監査法人東海会計社 代表社員 
平成15年１月～ 
税理士法人戸田会計 代表社員 

 

１１．教職員の状況（平成20年５月１日現在） 

教員  1,317人（うち常勤 799人、非常勤 518人） 
職員  1,715人（うち常勤 939人、非常勤 776人） 

  （常勤教職員の状況） 
  常勤教職員は前年度比で31人（0.2％）増加しており、平均年齢は41.5歳（前年度41.2歳）となってお

ります。このうち、国及び地方公共団体からの出向者１人（経済産業省）、民間からの出向者は１人（㈱

十六銀行）です。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 
 
（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 
 
１．貸借対照表(http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217) 
                                    （単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額 

固定負債 

 資産見返負債 

 センター債務負担金 

 長期借入金等 

 引当金 

退職給付引当金 

 その他の固定負債 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

51,432

8,327

41,222

116

89

89

1,676

12,086

829

11,256

負債合計 63,518
純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

繰越欠損金 

   52,996

52,996

3,177
△1,281

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等    

その他の有形固定資産            

その他の固定資産 

 
流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

106,576

106,191

43,632

66,112
△14,677

2,364
△734

22,216
△17,747

5,025

384

11,835

7,405

4,429

純資産合計 54,892

資産合計 118,411 負債純資産合計 118,411
                         ※百万円未満切捨てのため、合計は一致しない 
 

http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
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２．損益計算書（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 
                                                           
                                （単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 35,422 
業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

33,690 

1,486 

1,724 

11,282 

685 

17,128 

1,383 

967 

764 

経常収益(B) 36,527 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 その他の収益 

13,861 

4,151 

14,728 

3,785 
臨時損益(C) △347 

目的積立金取崩額(D) － 

当期総利益（B-A+C+D） 756 
                     ※百万円未満切捨てのため、合計は一致しない 
 

http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
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３．キャッシュ・フロー計算書
（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 
                                                           （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 5,809
 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他の業務収入 

△11,037

△17,573

△1,331

14,030

4,399

14,290

3,031

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △114

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △4,812

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －

Ⅴ資金増加額（E=A+B+C+D） 882

Ⅵ資金期首残高(F) 5,522

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 6,405
                               ※百万円未満切捨てのため、合計は一致しない 
 
 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 
                                                          （単位：百万円） 

 

                                 ※百万円未満切捨てのため、合計は一致しない 

 金額 

Ⅰ業務費用 14,190 
 損益計算書上の費用 

 （控除）自己収入等 

35,973 
△21,783 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却等相当額 

Ⅲ引当外賞与増加見積額 

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 

Ⅴ機会費用 

 

1,244 
△109 

△214 

778 

Ⅵ国立大学法人等業務実施コスト 15,888 

 

http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
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５．財務情報 

(1) 財務諸表の概況 
① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 
（資産合計） 
平成２０年度末現在の資産合計は前年度比３，３４１百万円（２．７％）（以下、特に

断らない限り前年度比・合計）減の１１８，４１１百万円となっている。 
主な減少要因としては、資産の取得はあったものの、経年による減価償却が進行したこ

とに伴い、減価償却累計額が増となったことが挙げられる。 
また、主な増加要因としては、リニアック放射線治療装置等の購入により工具器具備品

が、１，５２４百万円（７．４％）増の２２，２１６百万円となったこと、老朽化した設

備の改修等により建物が４１９百万円（０．６％）増の６６，１１２百万円となったこと

が挙げられる。 
 
（負債合計） 
平成２０年度末現在の負債合計は３，１２７百万円（４．７％）減の６３，５１８百万

円となっている。主な減少要因としては、国立大学財務・経営センター債務負担金が返済

により３，２３６百万円（６．８％）減の４４，６０２百万円となったことが挙げられる。 
また、主な増加要因としては、未払金が、附属病院大型設備に係る支出の増等により９

３３百万円（５２．６％）増の２，７０７百万円となったことが挙げられる。 
 
（純資産合計） 
平成２０年度末現在の純資産合計は２１３百万円（０．４％）減の５４，８９２百万円

となっている。主な減少要因としては、特定償却資産の減価償却に伴い損益外減価償却累

計額が増加したこと等により、資本剰余金が９７０百万円（２３．４％）減の３，１７７

百万円となったことが挙げられる。 
 

イ．損益計算書関係 
（経常費用） 
平成２０年度の経常費用は４４９百万円（１．３％）減の３５，４２２百万円となって

いる。主な減少要因としては、工具器具備品の減価償却費の減等により診療経費が３４０

百万円（２．９％）減の１１，２８２百万円となったこと、退職者の減少及び採用計画の

見直し等により教員人件費が５１２百万円（５．０％）減の９，７５２百万円となったこ

とが挙げられる。 
また、主な増加要因としては、7対1看護体制の導入による看護師増員等により、職員人

件費が２３１百万円（３．３％）増の７，２６６百万円となったこと等が挙げられる。 
 

（経常収益） 
平成２０年度の経常収益は５７４百万円（１．６％）増の３６，５２７百万円となって

いる。 
主な増加要因としては、附属病院収益が経営努力により１，０８３百万円（７．９％）

増の１４，７２８百万円となったことが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、授業料財源の固定資産の取得が増加したこと等により、

授業料収益が２３４百万円（６．４％）減の３，４００百万円になったことが挙げられる。 
 

（当期総利益） 
上記経常損益の状況及び臨時損失として、旧病院地区建物取り壊しに係る費用４７４百
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万円等を計上した結果、平成２０年度の当期総利益は７０９百万円（１，５０９．３％）

増の７５６百万円となっている。 
 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 
平成２０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１３０百万円（２．３％）増の５，

８０９百万円となっている。 
主な増加要因としては、附属病院収入が８００百万円（５．９％）増の１４，２９０百

万円となったことが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、旧病院地区建物取り壊しに伴う臨時損失等により、その

他の業務支出が５６３百万円（７３．４％）増の△１，３３１百万円となったことが挙げ

られる。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
平成２０年度の投資活動によるキャッシュ・フローは２，４７３百万円（９５．６％）

増の△１１４百万円となっている。 
主な減少要因としては、施設費による収入が２８１百万円（４８．９％）減の２９３百万円と

なったことが挙げられる。 
また、主な増加要因としては、有価証券の償還及び定期預金等の払戻による収入が、２，

７５０百万円（１６１．８％）増の４，４５０百万円となったことが挙げられる。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２０年度の財務活動によるキャッシュ・フローは４４０百万円（１０．１％）減の

△４，８１２百万円となっている。 
主な減少要因としては、国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出が、

４７１百万円（１７．０％）増の△３，２３６百万円となったことが挙げられる。 
 

 
エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 
（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成２０年度の国立大学法人等業務実施コストは１，１０７百万円（６．５％）減の１

５，８８８百万円となっている。 
主な減少要因としては、附属病院収益が増えたこと等により、損益計算上の費用から控

除できる自己収入が１，３０１百万円（６．４％）増の△２１，７８３百万円となったこ

とが挙げられる。 
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(表) 主要財務データの経年表 

                              （単位：百万円）  
区分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 

資産合計 135,594 131,462  126,355  121,752 118,411
負債合計   81,384   72,048   70,444   66,646 63,518
純資産合計   54,210   59,414   55,910   55,106 54,892
経常費用   31,485   33,990   35,947  35,872 35,422
経常収益   30,066   33,663   35,400   35,953 36,527
当期総損益  △1,296   △ 241   △ 546      47 756
業務活動によるキャッシュ・フロー 9,223    5,747    6,385 5,678 5,809
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,278 △944   △2,561  △2,588 △114
財務活動によるキャッシュ・フロー △2,312  △3,504   △3,950  △4,372 △4,812
資金期末残高    5,632    6,930    6,804    5,522 6,405
国立大学法人等業務実施コスト   18,565   17,744   21,267 16,996 15,888
（内訳）  

 業務費用   15,990  14,452   15,982   15,430 14,190
  うち損益計算書上の費用   32,028  34,012   36,027  35,912 35,973
  うち自己収入 △ 16,037 △19,559  △20,045 △20,482 △21,783
 損益外減価償却相当額    1,550 1,723    3,938 1,373 1,244
 損益外減損損失相当額 ― ― ― ― ―

 引当外賞与増加見積額 ― ― ― △ 13 △109
 引当外退職給付増加見積額     182     382     326   △557 △214
 機会費用     842   1,186    1,020    764 778
 （控除）国庫納付額 ― ― ― ― ―

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注1） 

 
（注1） 引当外賞与増加見積額は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針の

一部改訂（平成19年12月12日）に伴い、平成19年度から記載している。 
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②セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 
平成２０年度より、詳細なセグメントに係る財務情報を開示する目的から、平成１９年度

までは大学セグメントに含まれていた附属学校セグメントを、個別のセグメントとして開

示しているため、平成１９年度との比較分析は大学セグメント及び附属学校セグメントに

ついては記載していない。 
 

ア．業務損益 
附属病院セグメントの業務損益は、９７０百万円と、前年度比１，３６１百万円増（３４

７．９％増）となっている。これは、７対１看護体制実施及び外来化学療法を受ける患者

の増等により、附属病院収益が前年度比１，０８３百万円増（７．９％増）の１４，７２

８百万円となったことが主な要因である。 
 

      (表) 業務損益の経年表                                   

(単位：百万円) 

区 分  16年 度  17年 度  18年 度  19年 度  20年 度  

附 属 病 院  △1 , 6 3 9  △6 9 8 △4 6 5 △3 9 1  9 7 0
大 学  2 2 0  3 7 1 △8 2 4 7 1  6 3 8
附 属 学 校  － － － － △503
法 人 共 通  － － － － －

合 計  △1 , 4 1 8  △3 2 7 △5 4 7 8 0  1 , 1 0 4
（ 注 １ ） 平 成 ２ ０ 年 度 の 附 属 学 校 セ グ メ ン ト は 、 平 成 １ ９ 年 度 ま で は 大 学 セ グ メ ン ト に  

含 ま れ て い る 。  

  
イ．帰属資産 

附属病院セグメントの総資産は４１，２９４百万円と、前年度比２，４４０百万円減（５．

６％減）となっている。これは資産の取得はあったものの、経年による減価償却が進行し

たことに伴い、減価償却累計額が増となったことが主な要因である。 
 

      (表 ) 帰属資産の経年表                              

(単位：百万円) 
区 分  16年 度  17年 度  18年 度  19年 度  20年 度  

附 属 病 院  56,480 52,000 47,632 43,734 41,294
大 学  75,707 74,681 73,274 72,819 68,670
附 属 学 校  － － － － 3,596
法 人 共 通  3,406 4,779 5,448 5,198 4,849
合 計  135,594 131,462 126,355 121,752 118,411
（ 注 １ ）  平 成 ２ ０ 年 度 の 附 属 学 校 セ グ メ ン ト は 、 平 成 １ ９ 年 度 ま で は 大 学 セ グ メ ン ト に

含 ま れ て い る 。  

（ 注 ２ ）  法 人 共 通 セ グ メ ン ト の 帰 属 資 産 に は 現 金 及 び 預 金 の 内 、 寄 附 金 債 務 及 び 前 受 受

託 研 究 費 相 当 額 を 除 い た 額 を 計 上 し て い る 。  

 

③目的積立金の申請状況及び使用内訳等 
 該当なし 
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(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 
① 当事業年度中に完成した主要施設等 

特高受変電設備（特高変電室）（取得価格９９百万円）冷暖房設備（取得価格７８百万円） 
② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当なし 
③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 
④ 当事業年度において担保に供した施設等 

該当なし 
 

(3) 予算・決算の概況 
以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているもの

である。 
     

                              （単位：百万円） 

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 区分 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 31,619 32,397 32,775 40,240 32,572 36,464 34,789 36,107 34,802 37,287  

運営費交付金収入        

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

14,366 

0 

4,400 

9,119 

3,734 

14,366 

0 

4,358 

9,403 

4,270 

13,151 

0 

4,474 

10,611 

4,539 

13,639

86

4,560

12,897

9,058

14,162

73

4,437

10,819

3,081

14,749

110

4,509

13,429

3,667

14,224

0

4,367

13,673

2,525

15,008 

131 

4,428 

13,490 

3,050 

14,030 

57 

4,381 

13,897 

2,437 

14,850

300

4,400

14,290

3,447

 

 

 

 

 

支出 31,619 31,483 32,775 38,412 32,572 35,305 34,789 34,942 34,802 36,688  

教育研究経費  

診療経費 

一般管理経費 

14,691 

9,340 

2,246 

14,253 

9,398 

2,196 

13,779 

9,860 

1,999 

13,032

11,926

1,970

14,092

10,364

1,963

14,223

12,667

1,950

13,941

12,987

2,078

13,893 

13,024 

1,980 

13,837 

13,081 

1,820 

13,685

13,947

2,453

 

 

 

その他支出 5,342 5,636 7,137 11,484 6,153 6,465 5,783 6,045 6,064 6,603  

収入－支出 0 914 0 1,828 0 1,159 0 1,165 0 599

（注）平成20年度における各区分の差額理由については、平成20年度決算報告書を参照。  
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「Ⅳ 事業の実施状況」 
 

(1) 財源構造の概略等 

  当法人の経常収益は３６，５２７百万円で、その内訳は、附属病院収益１４，７２８百万円（４０．

３％（対経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益１３，８６１百万円（３７．９％）、学生

納付金収益４，１５１百万円（１１．４％）となっている。 

 
(2) 財務データ等と関連付けた事業説明 

 ア．大学セグメント 

大学セグメントは、学部、研究科、学内共同教育研究施設等、プロジェクト研究センター、全国共同

利用施設により構成され、教育に軸足を置いた教育・研究大学として、深い専門知識、広い視野と総合

的な判断力を備えた人材の育成を目標としている。 

平成２０年度においては、上記の目標のもと、個性化を目指した取り組みとして、医師不足に対応す

るため、医学部医学科の入学定員の１０人増を行った。現在、岐阜県の医師不足は深刻な状況であり、

地域医療に従事する医師の育成は急務である。平成２０年度は、定員増に伴う教育環境整備のために１

３百万円の政策経費を措置した。さらに、岐阜県との連携・協議による奨学金制度も確立しており、地

域社会の要請に応える先進的な医学教育の充実を図っている。 

また、教育学研究科教職実践開発専攻を新設し、３人について政策経費１５百万円を投入し特任教授

として採用した。本教職大学院は、学校現場の実践や開発に即戦力として貢献する、より高度な教育専

門職の養成が期待されている。 

研究の醸成面においては、世界トップレベル研究拠点「物質－細胞統合システム拠点」のサテライト

設置機関への指定に対応した共同研究施設の充実のため、４４百万円の環境整備を行った。 

また、２１世紀ＣＯＥのプログラムの獲得で、「特筆すべき点」と判定した流域圏科学研究センター

では、国際的なレベルでの地球環境変動及び炭素管理の研究を行っている。平成２０年度においては、

１６百万円を投入し、その研究成果を国際会議や岐阜シンポジウムを開催し広く公表した。地球規模

あるいは社会全体が抱える課題である環境・バイオなどの重要テーマについて、グローバルな視点と地

域に根差した視点の双方から発信していくことは、地域の知の拠点を目指す岐阜大学の方向性を体現す

るものである。 

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益８，９７２百万円（５５．５％（当該

セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益４，１４９百万円（２５．７％）とな

っている。 

  また、事業に要した経費は、教育経費１，４０５百万円、研究経費１，５０３百万円、教育研究支援

経費６８５百万円、受託研究費１，１２４百万円、受託事業費１１５百万円、人件費９，８３０百万円、

一般管理費７９７百万円となっている。 

 
イ ． 附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、附属小学校及び附属中学校により構成されており、教育及び教員養成に資す

る実践的、開発的な研究を実施することを目的としている。 

平成２０年度からは、昨年度までの小中それぞれ２期間の教育実習を１期間にまとめ、効率的な実習
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体制を整えた。また、教育実習事前指導に附属教員が大学に出向き、事前オリエンテーションで実習の

担当教材を説明する等、実習前のかかわりを大学と連携して行った。さらに、教職大学院では、５月９

日～９月１２日までの期間、学校教育臨床実習（授業開発臨床実習）を行った。 

また、平成２０年度より新たに小中両方に主幹教諭を配置し、所要の財源措置を行った。学級運営、

児童の学級内での生活等の実際について、担任等から意見を聴取・検証することにより、学級運営が改

善されるとともに、児童の安定した学習活動の実現につながった。 

その他、岐阜県総合教育センターとの連携で「授業力向上プラン」（授業公開：小学校体育）、「サ

ポート研修」（小学校算数，音楽，生活科）、３年目研修（特別活動：学級活動）を実施し、それぞれ

の授業を公開することにより、実践的な教員研修を行った。 

附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、寄附金収益２２百万円（８２．１％）（当該セグメ

ントにおける業務収益比、以下同じ）、その他の収益２百万円（９．９％）となっている。また、事業

に要した経費は、教育経費４７百万円、人件費４６６百万円、一般管理費１６百万円となっている。 

 
ウ． 附属病院セグメント 

附属病院セグメントは、医学部附属病院からなり、医学部附属病院としての社会的使命である臨床医

学の研究、次世代を担う医療人の育成等の役割を果たし、特定機能病院としての診療を目的としている。

平成２０年度においては、病院の診療機能の更なる強化のため、循環器部門の整備として、心臓リハ

ビリ部門を立ち上げ、マルチディテクタX線コンピュータ断層撮影装置（６４百万円）の増設を図り、

増加傾向にあるがん治療部門の整備として、老朽化していた放射線治療システム（５９９百万円）を更

新した。 

また、岐阜県がん診療連携拠点病院としての機能を果たすため、がん医療に関する情報交換を行い、

地域連携パスについては、脳卒中・心筋梗塞・肝炎のパス運用を開始した。 

  附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益１４，７２８百万円（７２．４％（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、運営費交付金収益４，８８９百万円（２４．０％）

となっている。また、事業に要した経費は、教育経費３３百万円、研究経費２２０百万円、診療経費１１，

２８２百万円、受託研究費１０９百万円、受託事業費３４百万円、人件費６，８３１百万円、一般管理

費１５３百万円となっている。 

 
 

(3) 課題と対処方針等 

  当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、寄附金等の外部資

金の獲得に努めた。 

  経費の節減については、事務職員の定年退職者の補充の抑制、事務の効率化等による超過勤務手当の

減少等により、対前年費の約１％、１２２百万円を削減した。 

  また、外部資金の獲得については、平成２０年度より「外部資金戦略推進室」を設置し、競争的資金

や各種助成金の制度概要や公募情報、年間スケジュールを学内ホームページに統一して掲載した。さ

らに、産官学連携コーディネーター、研究戦略オフィサーが外部資金戦略推進室のプロジェクトディ

レクターとして研究計画書等の指導業務を行っており、産学連携課も一体となって支援した。その結

果、キャッシュ・フローベースでの外部資金受入額は対前年度比で約２３４百万円（１１．０％）増

加した。 
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今後も、１８歳人口の減少による受験生の減少等、極めて厳しい状況にあるが、教育研究の更なる充

実・発展を目指すとともに、業務の効率化を図る等、一層の経営改善に取り組む予定である。 

  また、附属病院については、経営改善係数２％による附属病院運営費交付金の減少や診療報酬改訂に

対応するため、７対１看護体制の実施、手術部組織の見直し等増収策を講じるとともに、医薬品・診

療材料の値引率拡大や委託費・保守経費の複数年契約の導入等の経費節減に努めた。当事業年度にお

いては、がん診療部門及び循環器部門の整備を行い、診療部門の強化を図った。しかしながら今後、

新医療情報システムの更新、耐用年数が経過し老朽化した医療機器の更新等に多額の経費を必要とす

るため、非常に厳しい経営状況になると予測される。いっそう安定した病院経営基盤を構築するため、

７対１看護体制の継続、新医療情報システムの安定稼働、整備した診療部門の診療機能強化等、附属

病院収入の確保に努めて参りたい。 

  また、施設・設備の整備については、予算編成方針の中で「中長期的な視点に立ち、教育研究活動の

基盤である施設の維持や、部局経費では整備困難な基盤的設備の計画的・継続的な整備を図る」ことを

明記し、大学政策経費において「教育研究基盤環境整備費」を予算確保することで、自助努力による施

設・設備の更新を行っている。平成２０年度においては、４０４百万円を措置し、老朽化した施設設備

を優先的に整備した。今後も、実態調査の上で適正な予算措置を行い、効率的な基盤整備を実施してゆ

く予定である。 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 
１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)．予算 
 決算報告書参照 

（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 

 (2)．収支計画 
年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

  年度計画（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=216） 
   財務諸表（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 

 (3)．資金計画 
年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

   年度計画（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=216） 
   財務諸表（http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217） 
 

２．短期借入れの概要 
    該当なし 
 
３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 
 
（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 
当期振替額  

 
交付年度 

 
 

期首残高 

 
交付金当 
期交付額 

運営費交

付金収益

資産見返

運営費交

付金 

資 本 
剰余金 

 
小計 

 
 

期末残高 

１７年度 11 － 10 － － 10 1
１８年度 13 － 12 － － 12 1
１９年度 798 － 797 － － 797 1
２０年度 － 14,030 13,043 161 － 13,204 826
合 計 822 14,030 13,862 161 － 14,023 829

 
 
（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細                                         
                                                                                 
①平成１７年度交付分                               

                              （単位：百万円） 
区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 10

資産見返運営

費交付金 0
資本剰余金 0

業務達成基準

による振替額 

 
  計 10

①業務達成基準を採用した事業等： 
  卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：10 
  （人件費：10） 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 
 当該事業の達成度に基づき、運営費交付金債務10百万円を収

益化。 
  合 計  10  

 
 
 

http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=216
http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=216
http://www.gifu-u.ac.jp/view.rbz?nd=83&of=1&ik=1&pnp=16&pnp=34&pnp=83&cd=217
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②平成１８年度交付分                               
                              （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 12

資産見返運営

費交付金 0
資本剰余金 0

業務達成基準

による振替額 

 
  計 12

①業務達成基準を採用した事業等： 
  卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：12 
  （人件費：11、消耗品費等その他の経費：1) 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 
 当該事業の達成度に基づき、運営費交付金債務12百万円を収

益化。 
  合 計  12  

 
③平成１９年度交付分 

                                （単位：百万円） 
区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 7

資産見返運営

費交付金 0

資本剰余金 0

業務達成基準

による振替額 

   

  計 7

①業務達成基準を採用した事業等： 

 卒後臨床研修必修化に伴う研修経費、再チャレンジ支援経費

（就学機会確保のための経費） 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：7 

   (人件費：0、消耗品費等その他の経費：7) 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 授業料減免実施及び当該事業の達成度に基づき、運営費交付

金債務7百万円を収益化。 

運営費交付金

収益 790

資産見返運営

費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行基準

による振替額 

   

  計 790

①費用進行基準を採用した事業等： 

 退職手当 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：790 

  （人件費：790) 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務790百万円を収益

化。 

  合 計  797  

 
④平成２０年度交付分 

                                （単位：百万円） 
区  分 金 額 内     訳 

運営費交付金

収益 189

資産見返運営

費交付金 113

業務達成基準

による振替額 

資本剰余金 0

①業務達成基準を採用した事業等： 

 研究推進事業、医師不足分野等教育指導推進経費、政策課題

対応経費、再チャレンジ支援経費（就学機会確保のための経

費）、国費留学生経費、教育改革事業 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：189 
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  計 302

   (人件費：131、消耗品費等その他の経費：58) 

 ｲ)固定資産の取得額：113 

  （教育研究機器：113） 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 研究推進事業及び教育改革事業については、計画に対する達

成率が100％であったため、当該業務に係る運営費交付金債務

の全額146百万円（うち資産見返振替額60百万円）を収益化。

 医師不足分野等教育指導推進経費については、計画の実施に

伴う人件費の執行により、当該業務に係る運営費交付金債務の

全額63百万円を収益化。 

 政策課題対応経費（創薬・医療情報統合データバンクを活用

した高度医療専門職の育成）については、計画に対する達成率

が100％であったため、当該業務に対する運営費交付金債務の

全額62百万円（うち資産見返振替額53百万円）を収益化。 

 政策課題対応経費（９月入学支援経費）については、当該事

業の達成度に基づき、不用額を除いた2百万円を収益化。 

 再チャレンジ支援経費（就学機会確保のための経費）につい

ては、授業料減免実施後の残額を除いた額17百万円を収益化。

 国費留学生経費については、予定した在籍者数に満たなかっ

たため、当該未達分を除いた12百万円を収益化。 

運営費交付金

収益 12,295

資産見返運営

費交付金 0

資本剰余金 0

期間進行基準

による振替額 

   

  計 12,295

①期間進行基準を採用した事業等： 

 業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て

の業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：12,295 

  （人件費：12,295） 

 ｲ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 学生収容定員及び学生入学定員に対する在籍者の割合が一

定数を満たしていたため、期間進行業務に係る運営費交付金債

務の全額12,295百万円を収益化。 

運営費交付金

収益 559

資産見返運営

費交付金 48

資本剰余金 0

費用進行基準

による振替額 

 

  計 607

①費用進行基準を採用した事業等： 

 退職手当、ＰＦＩ事業維持管理経費等、基盤的設備等整備、

その他 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：559 

  （人件費：470、消耗品費等その他の経費：89） 

 ｲ)固定資産の取得額：48 

  （建物：1、構築物：1、教育研究機器：46） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務607百万円（うち

資産見返振替額48百万円）を収益化。 

国立大学法人

会計基準第77

第３項による

振替額 

 

0

 

該当なし 

  合 計  13,204  
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（３）運営費交付金債務残高の明細 

                                （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

0

（国費留学生経費） 

・当該経費について、研究留学生（修士）区分等における在籍

者数が予定数に達しなかったため、その未達分を債務として繰

越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

0

 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

1

（ＰＦＩ事業維持管理経費等、休職者給与、一般施設借料）

・当該経費の執行残であり、債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

 １７年度 

   計 1  

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

0

 

該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

0

 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

1

（ＰＦＩ事業維持管理経費等、一般施設借料） 

・当該経費の執行残であり、債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

 １８年度 

   計 1  

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

1

（国費留学生経費） 

・当該経費について、研究留学生（博士）区分等における在籍

者数が予定数に達しなかったため、その未達分を債務として繰

越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

0

 

該当なし 

 １９年度 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

0

（ＰＦＩ事業維持管理経費等、一般施設借料） 

・当該経費の執行残であり、債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

    計 1  
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業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

8

（国費留学生経費) 

・当該経費について、研究留学生(博士)区分等における在籍者

数が予定数に達しなかったため、その未達分を債務として繰越

したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

（政策課題対応経費） 

・当該経費の事業不用額であり、債務として繰越したもの。

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

（再チャレンジ支援経費（就学機会確保のための経費）） 

・当該経費について、授業料減免実施後の残額を債務として繰

越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度以降に使用する予定である。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

0

 

該当なし 

２０年度 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

818

（退職手当） 

・当該経費の執行残であり、債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度以降に使用する予定である。 

（再チャレンジ支援経費（教育経費）、ＰＦＩ事業維持管理経

費等、一般施設借料） 

・当該経費の執行残であり、債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

    計 826  
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（別紙） 
■財務諸表の科目  

１．貸借対照表 
有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の固定

資産。 
減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著

しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービ

ス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 
減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 
その他の有形固定資産：図書、車両運搬具等が該当。 
その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。 
現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年以内

に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 
その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸資産等

が該当。 
資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額

と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返負債については、

当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振

り替える。 
センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センターが承

継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた相当額。 
長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金。 
引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職給

付引当金等が該当。 
運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 
政府出資金：国からの出資相当額。 
資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 
利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 
繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

 
２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 
教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 
研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 
診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 
教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教

育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用

するものの運営に要する経費 
人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 
一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 
財務費用：支払利息等。 
運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 
学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 
その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 
臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 
目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを行っ

た額。 
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３．キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支

出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 
投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等

の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 
財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び

借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 
資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書  
国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により

負担すべきコスト。 
損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生

納付金等の自己収入を控除した相当額。 
損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定され

ない資産の減価償却費相当額。 
損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず

生じた減損損失相当額。 
引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与

引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞

与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 
引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められ

る場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当

外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 
機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来

負担すべき金額等。 
 




